
令和２年市議会１２月会議 会議結果（概要） 

                              （１２月１８日） 

 令和２年市議会１２月会議は、１２月１日から１８日までの１８日間開かれ、市

長から提案のあった補正予算案８件、条例案８件、事件処分案１８件の合計３４件

を全て可決し、人事案１件についても諮問のとおり答申した。そのほか、議会議案

３件を可決した。また、請願１件については採択となった。 

 

議決した議案の概要 

１ 補正予算案 ８件 

  令和２年度白山市一般会計第１１号（1,134,881千円）、令和２年度白山市一般会

計第１２号（46,700千円）、国民健康保険特別会計第３号（56,195千円）、後期高齢

者医療特別会計第１号（660千円）介護保険特別会計第１号（184,748千円）、水道

事業会計第３号（△688千円）、工業用水道事業会計第１号（563千円）、下水道事業

会計第３号（△1,846千円）の補正予算を可決した。 

各会計補正予算の総額は1,421,213千円で、今年度の全会計予算総額は

103,594,475千円となった。 

 （一般会計の主な補正項目） 

・高齢者運転免許証自主返納支援事業 

・専門職大学設立補助事業 

・個人住民税課税システム改修事業 

・障害者自立支援給付事業 

・子育て支援医療給付事業 

・法人保育園運営費補助事業 

・多世代健康まちづくり推進事業 

・産地生産基盤パワーアップ事業 

・県単土地改良事業 

・県営ほ場整備事業負担金 

・県営土地改良事業負担金 

・環境保全型農業支援対策事業 

・農業農村整備事業 

・起業家支援補助金 

・綿ヶ滝環境整備事業 

・古民家等観光資源化支援事業 

・３・４・６号宮永北安田線整備事業（Ｒ元～Ｒ１０） 

・指導書等配備事業 

・ひとり親世帯臨時特別給付事業 

4,600千円 

60,000千円 

33,000千円 

235,471千円 

34,019千円 

491,614千円 

800千円 

52,346千円 

2,400千円 

3,600千円 

21,768千円 

6,801千円 

780千円 

500千円 

9,100千円 

7,640千円 

51,354千円 

5,000千円 

46,700千円 

 

 



２ 条例案 ８件 

 ・地方税法等の一部を改正する法律及び所得税法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例について 

・白山市印鑑条例の一部を改正する条例について 

・白山市白峰地域交流センター条例の一部を改正する条例について 

・白山市防災コミュニティセンター条例の一部を改正する条例について 

・白山市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のための固定資

産税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例について 

・白山市体育施設及び有料公園施設条例の一部を改正する条例について 

・白山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部を

改正する条例について 

・白山市長の在任期間に関する条例等を廃止する条例について 

 

３ 事件処分案 １８件 

 ・コミュニティ施設等の指定管理者の指定について 

・文化会館等の指定管理者の指定について 

・体育施設等の指定管理者の指定について 

・児童館の指定管理者の指定について 

・老人福祉センター等の指定管理者の指定について 

・健康増進センターの指定管理者の指定について 

・福祉ステーションの指定管理者の指定について 

・営農飲雑用水施設の指定管理者の指定について 

・農村集落センターの指定管理者の指定について 

・農林水産加工販売施設の指定管理者の指定について 

・農業有機物供給センターの指定管理者の指定について 

・商工施設の指定管理者の指定について 

・勤労者体育施設の指定管理者の指定について 

・交流研修施設の指定管理者の指定について 

・市民工房等の指定管理者の指定について 

・財産の無償貸付について 

・財産の無償貸付について 

・財産の無償貸付について 

 

 

 



４ 人事案 １件 

 ・人権擁護委員候補者の推薦について 
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５ 議会議案 ３件 

 ・医療機関・介護事業所の経営安定を図るため、国による財政支援の拡充を求める意

見書 

 ・防災・減災、国土強靱化対策の継続的な推進を求める意見書 

 ・新たな過疎対策法の制定に関する意見書 

  

６ 請願 １件 

（採 択） 

  新型コロナウイルス感染症の影響によって深刻化している医療機関・介護事業所

の経営安定を図るため、国による財政支援の拡充を求める意見書提出に関する請

願 

 


